
○平成 23 年度当初予算案の規模 

 

一般会計の規模は 617.5 億円、対前年度比 1.5％、9.1 億円の減 

総会計では 1,103.4 億円、対前年度比 0.4％、4.4 億円の増 

 

ア 一般会計の歳出総額が減少したのは、子ども手当の増額、子宮頸がんワクチン等の予

防接種事業の拡充や、（仮称）市民文化ホール建設のための基金積立金による増の一方、

雄勝・相川保育所建設事業、総合運動公園建設事業、小中学校整備事業等の普通建設事

業の減や、地域雇用創出推進費分の財政調整基金積立金の減によるため。 

イ 特別会計の歳出規模が増加するのは、診療所事業及びおしかホエールランド事業特別

会計の廃止により減少した一方で、土地取得特別会計では第三セクター等改革推進債を

活用した総合運動公園用地の取得、国民健康保険事業特別会計及び介護保険事業特別会

計では保険給付費が増加するため。 

ウ 病院事業会計の歳出規模が増加するのは、医薬材料費の増加や企業債を財源としたＸ

線透視撮影装置購入費等に要する経費を計上するため。 

 

（単位：百万円、％） 

区分 23 年度 22 年度 増減額 増減率 

一般会計 61,750 62,660 ▲910 ▲1.5

特別会計 42,051 41,025 1,026 2.5

病院事業会計 6,541 6,215 326 5.2

計 110,342 109,900 442 0.4

 

○歳入の状況 

 

１ 市税 

 

市税収入は 172.8 億円、対前年度比 1.4％、2.4 億円の減 

 

ア 個人市民税、法人市民税の現年度分は、全国的には一部景気が回復傾向にあるものの、

本市においては依然先行き不透明であり、給与所得の落ち込みや税制改正も見込まれる

ことから減少傾向が続くものとして、それぞれ対前年度比 7.4％、8.4％の減で見込んだ

もの 

イ 固定資産税の現年度分は、土地では地価の下落傾向に歯止めがかからず、減少が見込

まれるものの、家屋、償却資産の伸びもあり、対前年度比 1.7％の増 
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（単位：百万円、％） 

区分 23 年度 22 年度 増減額 増減率 

個人市民税 5,435 5,872 ▲437 ▲7.4

法人市民税 1,028 1,122 ▲94 ▲8.4

固定資産税 7,956 7,826 130 1.7

その他 2,857 2,700 157 5.8

計 17,276 17,520 ▲244 ▲1.4

 

２ 地方交付税 

 

地方交付税は 207.2 億円、対前年度比 1.9％、3.9 億円の増 

 

ア 普通交付税は、地方財政対策（地方財政計画は策定中）で示されている対前年度比 2.8％

を基本に、特別交付税からの移行分を加算、（仮）地域活性化・雇用等対策費の創設等を

見込み 3.2％増額で計上 

イ 特別交付税は、段階的な普通交付税への移行分を考慮し、地方財政対策で示されてい

る対前年度比 2.8％を基本に減額で計上 

ウ 地方財政対策において、20.1％減と大幅な縮減が示されている臨時財政対策債は、対

前年度比 0.9 億円、2.8％の減で計上（Ｈ22 決算見込み対比では、20.2％減） 

 
（単位：百万円、％） 

区分 23 年度 22 年度 増減額 増減率 

地方交付税 20,720 20,330 390 1.9

普通交付税 19,500 18,900 600 3.2 

特別交付税 1,220 1,430 ▲210 ▲14.7

臨時財政対策債 3,180 3,270 ▲90 ▲2.8

計 23,900 23,600 300 1.3

 
３ 繰入金 

 

繰入金は 10.3 億円、対前年度比 0.7％、0.1 億円の減 

 

ア 財政調整基金繰入金は、対前年度比 1.6 億円、35.8％の増 

イ 電源立地地域対策交付金事業基金繰入金は、牡鹿中学校大規模改造事業の終了により

対前年度比 1.7 億円、79.3％の減 

ウ 毛利コレクション等収蔵展示施設建設基金繰入金を歴史文化資料展示施設整備事業の

財源として 0.3 億円投入する 
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４ 市債 
 

市債は 53.5 億円、対前年度比 16.8％、10.8 億円の減 

 
ア 投資的経費に充当する建設地方債は、保育所建設事業、総合運動公園建設事業、小中

学校整備事業等の普通建設事業の減に伴い、前年度比 9.5 億円、38.1％の減 

 

（単位：百万円、％） 

区分 23 年度 22 年度 増減額 増減率 

臨時財政対策債 3,180 3,270 ▲90 ▲2.8

借換債 249 291 ▲42 ▲14.2

建設地方債 1,545 2,496 ▲951 ▲38.1

地域づくり基金費 380 380 0 0.0

計 5,354 6,437 ▲1,083 ▲16.8

 

○歳出の状況 

 

１ 義務的経費 
 

義務的経費は 317.2 億円、対前年度比 2.1％、6.4 億円の増 

 
ア 歳出全体での構成比は、51.4％（前年度 49.6％） 

イ 人件費は、職員数削減、人事院勧告に基づく期末勤勉手当支給割合の引下げ及び特別

職給与や管理職手当の削減による減の一方、診療所事業及びおしかホエールランド事業

特別会計分の人件費組替えや、議員年金制度廃止に伴う議員共済会負担金の増により、

対前年度比 1.9 億円、1.5％の増 

ウ 扶助費は、子ども手当の増額や増加傾向が続く自立支援給付費、生活保護扶助費など

社会保障関係費の伸びにより、対前年度比 6.5 億円、6.6％の増 

エ 公債費は、診療所事業及びおしかホエールランド事業特別会計分の組替えによる増の

一方、公的資金補償金免除繰上償還の終了や起債発行額の抑制による償還額の減により、

対前年度比 2億円、2.4％の減 

 

（単位：百万円、％） 
区分 23 年度 22 年度 増減額 増減率 

人件費 12,717 12,525 192 1.5

扶助費 10,607 9,954 653 6.6

公債費 8,400 8,604 ▲204 ▲2.4

計 31,724 31,083 641 2.1
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２ 投資的経費 
 

投資的経費は 43.8 億円、対前年度比 25.9％、15.3 億円の減 

 
ア 補助事業は、総合運動公園建設事業、小中学校整備事業の減により、対前年度比 18.9

億円、47.5％の減 

イ 単独事業は、雄勝・相川保育所建設事業の減要因もあるが、歴史文化資料展示施設整

備事業等の増により、対前年度比 4.2 億円、25.8％の増 

 
（単位：百万円、％） 

区分 23 年度 22 年度 増減額 増減率 

補助事業 2,094 3,989 ▲1,895 ▲47.5

単独事業 2,064 1,641 423 25.8

県営事業負担金等 219 274 ▲55 ▲20.1

計 4,377 5,904 ▲1,527 ▲25.9

 
３ その他の経費 
 
物件費、補助費等、繰出金などその他の経費は 256.5 億円、対前年度比 0.1％、0.2 億円

の減 

 
ア 物件費は、住民情報システム改修経費、コンビニ収納システム導入経費、財務会計シ

ステム・人事給与システム導入経費や子宮頸がんワクチン等の予防接種委託料の増によ

り、前年度比 6億円、7.7％の増 

イ 補助費等は、し尿処理施設及びごみ焼却施設に係る石巻地区広域行政事務組合負担金

の減により、前年度比 3.3 億円、3.6％の減 

ウ 積立金は、（仮）市民文化ホール建設基金を計上したが、財政調整基金（地域雇用創出

推進分）の減により、対前年度比 2.3 億円、24.8％の減 

エ 繰出金は、土地取得、下水道事業特別会計への増加要因はあるが、診療所事業及びお

しかホエールランド事業特別会計の廃止による減により、前年度比 0.7 億円、1.1％の減 
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平成２３年度　当初予算の概要

１　歳入 単位：億円

２　歳出（目的別） 単位：億円

３　歳出（性質別） 単位：億円

依存財源
398.0(64.4%)

自主財源
219.5(35.6%)

各種交付金
21.8(3.5%)

地方譲与税
7.2(1.1%)

県支出金
34.5(5.6%)

市債
53.5(8.7%)

国庫支出金
73.8(12.0%)

地方交付税
207.2(33.6%)

その他
46.7(7.5%)

市税
172.8(28.0%)

その他
9.4(1.5%)

農林水産業費
16.8(2.7%)

商工費
15.7(2.5%)

消防費
29.6(4.8%)

土木費
59.7(9.7%)

教育費
65.1(10.6%)

総務費
71.2(11.5%)

民生費
191.2(31.0%)

公債費
84.0(13.6%)

衛生費
74.8(12.1%)

歳 出 総 額
617.5億円

その他
256.5(41.5%)

義務的経費
317.2(51.4%)

投資的経費
43.8(7.1%)

その他
25.4(4.1%)

繰出金
59.2(9.6%)

物件費
84.1(13.6%)

補助費等
87.8(14.2%)

普通建設事業
費

43.8(7.1%)

公債費
84.0(13.6%)

扶助費
106.1(17.2%)

人件費
127.1(20.6%)

歳 出 総 額
617.5億円

歳 入 総 額
617.5 億 円
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● 各種会計予算総括表  （単位：千円）

当初予算
現計予算額
（参考）

金額（A-B)

(A) (B) (H23.1.31現在) （C)

61,750,000 62,660,000 66,737,754 ▲ 910,000 ▲ 1.5

42,051,374 41,024,507 42,240,073 1,026,867 2.5

2,328,174 1,674,928 1,703,645 653,246 39.0

0 631,191 628,664 ▲ 631,191 皆減

0 48,999 47,864 ▲ 48,999 皆減

321,106 638,825 643,120 ▲ 317,719 ▲ 49.7

24,745 24,719 24,719 26 0.1

7,389,496 7,292,604 7,147,320 96,892 1.3

17,370 19,617 17,363 ▲ 2,247 ▲ 11.5

413,405 406,358 394,367 7,047 1.7

46,043 62,288 61,842 ▲ 16,245 ▲ 26.1

19,079,176 18,238,611 19,475,375 840,565 4.6

1,532,022 1,561,412 1,583,209 ▲ 29,390 ▲ 1.9

0 4,338 4,471 ▲ 4,338 皆減

10,899,837 10,420,617 10,508,114 479,220 4.6

6,540,911 6,215,285 6,400,644 325,626 5.2

110,342,285 109,899,792 115,378,471 442,493 0.4

【（新）･（拡）は前年度当初予算と対比。※は一部を抜き出したもの。】

1 「ともに創る協働のまち」について
事項別
ページ

(1) 行政改革推進費（行政経営戦略会議委員謝金等） 725 106

(2) 広聴事業関係費（まちづくり懇談会、法律相談、市民意識調査等） 2,044 106

(3) 情報公開推進費（委員報酬等） 2,549 106

(4) 広報活動費（市報発行、新聞・ラジオ広告費等） 17,280 108

(5) 庁舎管理費（施設維持管理等委託料等） 206,861 110

一般会計

特別会計

内
　
　
　
　
訳

土地取得

診療所事業

おしかホエールランド事業

水産物地方卸売市場事業

駐車場事業

石巻市の平成23年度当初予算の概要

会　　計　　区　　分
23年度

当初予算

22年度 対前年度比較

増減率

下水道事業

漁業集落排水事業

農業集落排水事業

浄化槽整備事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療

老人保健医療

介護保険事業

病院事業会計

合              計

「産業振興と雇用対策の推進」、「少子化対策の推進」、「安心、安全なまちづくりの推進」、

「行財政改革の推進」の実現に向けた一般会計予算の主な内容

（単位：千円)
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(6) 地域まちづくり委員関係費（委員報酬等） 3,491 114

(7) 地域自治システム関係費 17,038 114

（アドバイザー報酬、地域自治組織設立支援事業費補助金、（仮）住民自治組織交付金等）

（8）男女共同参画推進費（委員報酬、共創セミナー等） 1,107 118

（9）蛇田支所等複合施設建設事業費（設計業務委託料等） 40,240 128

（10）住民税関係費（電子申告システム導入･運営業務委託料等） 25,085 134

（11）固定資産税関係費（評価替基礎資料作成業務委託料等） 78,328 134

（12）収納関係費 65,457 136

（コンビニエンスストア収納対応システム改修業務委託料等）

（13）休日子育て相談事業費（相談員賃金等） 432 182

2 「個性と創造性豊かな未来の担い手をはぐくむまち｣いわゆる教育施策について

（1）※地域活性化関係費（石巻専修大学地域連携事業費補助金） 10,000 114

（2）国際交流推進費 9,209 118

（多文化共生社会推進プラン策定経費、中学生海外研修事業関係委託料等）

（3）外国青年英語指導費（英語指導助手報酬、派遣業務委託料等） 47,766 306

（4）スクールカウンセラー配置事業費（小・中・高） 2,971 308・310

（5）特別支援教育事業費（特別支援教育支援員賃金等） 22,909 308

ほかに緊急雇用創出事業費に10,955千円計上

（6）石巻の学びステップアップ事業費（講師謝礼金等） 4,000 310

（7）定住外国人就学支援事業費（支援員賃金） 3,054 310

（8）不登校児童生徒対策費（委員報酬等） 100 310

（9）小学校管理費（外国語活動指導補助員賃金等） 28,928 314

（10）学校図書整備事業費（小・中） 25,000 316・324（拡）

（拡）

（新）

（拡）

（拡）

（新）

（拡）

（新）
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（11）寄磯小学校屋内運動場屋根・外壁改修事業費（改修工事等） 16,100 318

（12）桃生小学校水泳プール改築事業費（設計業務委託料等） 20,000 318

（13）高等学校統合事業費（基本計画策定業務委託料等） 3,856 328

（14）家庭教育学級開設費（講師謝礼金等） 750 336

（15）協働教育推進事業費（講師謝礼金、協議会運営委託料等） 1,390 336

（16）まちなか実験室事業費（開催委託料等） 700 336

3 「地域資源を活かして元気産業を創造するまち｣いわゆる産業振興と雇用対策について

（1）ふるさと雇用再生特別基金事業費 53,373 222

（障害者雇用・就労アシスタント事業ほか6事業）

（2）緊急雇用創出事業費（ワークシェアリング雇用事業他15事業） 110,074 224

（3）重点分野雇用創出事業費（万石浦漁場機能再生事業ほか1事業） 21,840 226

（4）地域人材育成事業費（学卒未就職者人材育成事業） 36,620 228

（5）農業振興対策費 56,887 232

（農業振興地域整備計画策定業務委託料、園芸特産重点強化整備事業費補助金等）

（6）畜産振興対策費（いしのまき和牛ブランド化対策助成金等） 5,676 234

（7）県営事業負担金（ほ場整備事業） 137,425 238

（8）ほ場整備事業費（高度経営体集積促進事業費補助金等） 9,805 238

（9）造林事業費（造林事業委託料） 16,009 242

（10）水産振興対策費（寄磯漁港施設改修工事、災害対策資金利子助成金等） 35,902 246

（11）県営事業負担金（漁港整備事業） 60,375 250

（12）漁港建設費（北上漁港、長渡漁港、前網漁港） 130,700 250

（13）漁港海岸整備費（長面漁港、水浜分浜漁港、名振漁港、小網倉漁港） 106,700 252

（新）

（新）

（新）

（拡）

（拡）
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（14）商工業振興対策費 83,393 254

（住宅リフォーム補助金、各商工会事業費補助金等）

（15）※物産振興対策費（地産地消推進協議会負担金） 1,000 256

（16）企業誘致関係費（企業誘致条例助成金等） 244,935 256

（17）産業振興対策費（産業創造助成金等） 4,246 256

（18）自動車関連産業振興推進費（自動車関連産業プロジェクト補助金等） 1,319 256

（19）農商工連携推進費（講師謝礼金等） 500 256

（20）中小企業等融資関係費（融資預託金等） 737,694 258

（21）中心市街地活性化対策関係費（通行量調査委託料等） 1,521 258

ほかに緊急雇用創出事業費に9,547千円計上

（22）観光振興対策費 57,007 258

（全国花火サミット事業費補助金、石ノ森萬画館開館10周年記念事業実行委員会負担金等）

（23）北上川改修関連推進事業費（講師謝礼金等） 2,605 280

（24）港湾建設推進費（大型客船誘致協議会負担金等） 5,420 284

4 「安心して健やかに暮らせるまち」いわゆる福祉施策と防災対策について

（1）交通安全対策費（指導員報酬、飲酒運転根絶推進事業費補助金等） 30,297 124

（2）地域福祉推進関係費（地域福祉計画策定業務委託料等） 5,139 158

（3）障害者計画等推進費（計画策定業務委託料等） 4,350 158

（4）自立支援給付費（介護給付・訓練等給付費、自立支援医療給付費等） 1,580,374 160

（5）子ども医療対策費（医療扶助費等） 419,738 164

（6）家庭児童相談室運営費（相談員報酬等） 4,146 166

（7）配偶者等暴力相談支援事業費（弁護士相談委託料等） 3,021 166

（拡）

（拡）

（拡）

（拡）

（拡）

（拡）

（拡）

（新）
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（8）障害者福祉施設整備事業費（補助金） 35,000 168

（9）デイサービス事業関係費（生きがいデイサービス事業運営委託料等） 49,346 172

（10）介護基盤緊急整備等特別対策事業費（補助金） 239,432 176

（11）民間保育所助成費（建設助成事業補助金等） 73,711 180

（12）私立認可保育所運営費（扶助費等） 318,779 180

（13）育児支援家庭訪問事業費 2,000 180

（ホームヘルパー家事援助業務委託料）

（14）要保護児童対策事業費 （専門員報酬等） 6,204 180・182

（15）子ども手当費（扶助費） 3,246,685 182

（16）児童扶養手当費（扶助費） 965,347 182

（17）母子家庭自立支援給付金事業費（扶助費） 7,368 182

（18）一時保育事業管理費（臨時保育士賃金等） 15,270 186

（19）子育て支援センター管理費（臨時保育士賃金等） 36,340 188

（20）各種扶助費（生活保護関係扶助費） 2,840,652 192

（21）医療対策費 290,345 196

（病院群輪番制病院運営事業費補助金、石巻赤十字病院救命救急センター運営費助成金等）

（22）母子保健事業費（健康診査委託料等） 143,237 198

（23）予防接種費（各種予防接種委託料等） 525,736 200

（24）健康増進事業費（がん検診委託料、女性特有のがん検診委託料等） 373,410 200

（25）夜間急患センター費（医療機器購入費等） 190,581 212

（26）（仮称）石巻消防署西分署建設事業費（設計業務委託料） 10,000 298

（27）総合防災訓練経費（事業用機器借上料等） 4,000 300

（拡）

（新）

（拡）

（拡）

（新）

（拡）

（新）

（新）

（拡）

（新）

（新）

（拡）

（拡）

（拡）
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（28）子ども読書活動推進費（ブックスタートパック購入費等） 2,326 336

5 「心ゆたかな誇れるまち」いわゆる生活環境施策について

（1）ねんりんピック宮城・仙台2012対策費（実行委員会補助金等） 5,530 170

（2）環境政策推進費（太陽光発電普及促進事業費補助金等） 27,916 206

（3）公害対策費 10,170 206

（一級水準測量業務委託料、航空機騒音測定装置購入費等）

（4）ごみ減量化対策費（再生資源回収実施団体報奨金等） 11,989 214

（5）総合運動公園建設推進費（整備工事等） 624,537 290

（6）芸術文化振興費（文化芸術振興褒賞金等） 10,089 336

（7）齋藤氏庭園整備事業費(修復計画策定業務委託料等） 14,436 338

（8）公民館管理費（牡鹿公民館改修工事等） 96,972 340

（9）図書館活動費（嘱託員報酬、図書購入費等） 26,187 342

（10）生涯学習推進費（講師謝礼金等） 407 344

（11）歴史文化資料展示施設整備費（施設整備工事等） 324,362 344

（12）（仮称）市民文化ホール建設推進費 7,367 350

（建設アドバイザー業務委託料等）

（13）（仮称）市民文化ホール建設基金費（積立金） 300,263 350

（14）体育奨励費 11,865 352

（石巻ふれあいマラソン大会負担金、東北総合体育大会負担金等）

6 「地域の個性が輝き融和するまち」いわゆる地域振興施策について

（1）定住自立圏関係費（懇談会委員報償金等） 1,298 112

（2）離島振興対策費（アイランド定住体験モニター事業費補助金等） 53,109 116

（新）

（拡）

（拡）

（拡）

（拡）

（新）

（拡）

（拡）

（拡）

（新）
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（3）地域交通対策関係費（各地区運行協議会運行費補助金等） 77,146 116

（4）新墓地整備事業費（測量調査等業務委託料） 47,000 204

（5）道路改良事業費（南経塚鹿又線、山崎馬鞍線、屋敷浜猪落線） 119,650 274

（6）中埣橋石巻大橋伊原津一丁目線橋りょう耐震補強事業費（補強工事等） 164,547 276

（7）石巻工業港曽波神線街路整備事業費 560,930 286

（道路改良工事委託料、道路改良工事等）

（8）地域住宅事業費（公的賃貸住宅） 107,806 292

（高齢者向け優良賃貸住宅家賃低廉化補助金等）

7 その他

（1）※人事管理関係費・財政事務関係費（システム導入経費） 200,000 102・108

（2）住民情報システム改修事業費（改修業務委託料等） 254,000 140

（3）県議会議員選挙執行費 64,265 144

（拡）

（新）

（拡）

（新）

（新）
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歳　入 　  　　(単位：千円）

予算額 前年対比

市　　税 17,276,416 ▲ 244,168

地方譲与税及び各種交付金 2,894,002 217,000

地方交付税 20,720,000 390,000

国庫支出金 7,384,476 ▲ 114,758

県支出金 3,451,019 ▲ 55,983

繰入金 1,032,963 ▲ 6,798

諸収入 2,018,672 ▲ 321,252

建設事業債 1,924,200 ▲ 951,900

臨時財政対策債 3,180,000 ▲ 90,000

借換債 249,300 ▲ 41,100

その他使用料等 1,618,952 308,959

61,750,000 ▲ 910,000

建設事業債　577,600
合併特例債　1,219,300
過疎債　127,300

子ども手当費負担金　2,599,705
生活保護費負担金　　2,130,489
障害者自立支援給付費負担金　787,665

財政調整基金　608,035
長寿社会対策基金　145,538
住民生活に光をそそぐ交付金基金　34,278
地域づくり基金　142,500
毛利コレクション等収蔵展示施設建設基金　28,000

自動車重量譲与税　　 497,0000
地方消費税交付金　　1,616,000
自動車取得税交付金 　160,001

障害者自立支援給付費負担金　393,832
県核燃料税交付金　61,802
介護基盤緊急整備等臨時特例基金事業費補助金
239,432
子宮頸がん等ワクチン接種事業費補助金　112,872
みやぎ環境交付金　14,375
緊急雇用創出事業費等補助金　203,552
各種選挙費委託金　64,305

各診療所診療報酬等

主　な　内　容

個人市民税　5,566,175
法人市民税　1,035,627
固定資産税　8,119,208
都市計画税　1,097,745
たばこ税　1,083,725

中小企業・小企業融資預託金元金収入　709,000
奨学資金貸付金元金収入　104,444
小中学校給食費徴収金　652,012

普通交付税 　　19,500,000
特別交付税  　 1,220,000

合　計

区　　　　　分

市
　
債
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【特別会計】
事項別
ページ

● 土地取得特別会計

（1）市債（第三セクター等改革推進債） 2,146,800 408

（2）運動公園建設用地取得費（用地取得業務委託料） 2,205,047 412

● 水産物地方卸売市場事業特別会計

（1）市場施設整備費（荷さばき所改良工事等） 54,236 440

● 駐車場事業特別会計

（1）駐車場管理費（石巻駅前駐車場、鮎川南立体駐車場） 6,213 460

● 下水道事業特別会計

（1）国庫支出金（建設事業費国庫補助金） 657,500 478

（2）市債（建設事業債、資本費平準化債等） 2,650,300 486

（3）雨水排水施設管理費 141,840 492

（雨水排水ポンプ場管理費、雨水管渠管理費）

（4）汚水管渠費（下水道台帳整備委託料等） 128,103 496

（5）公共下水道建設費（建設工事等） 2,036,722 500

（6）長寿命化対策費（調査診断業務委託料） 15,300 502

● 漁業集落排水事業特別会計

（1）施設管理費（排水施設費、汚水管渠費） 5,312 538

● 農業集落排水事業特別会計

（1）農業集落排水処理施設建設費 21,626 572

（排水機能強化実施設計業務委託料等）

● 浄化槽整備事業特別会計

（1）浄化槽整備推進事業費（浄化槽設置工事等） 5,398 606

（単位：千円)

（拡）

（拡）

（新）
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● 国民健康保険事業特別会計

（1）国民保険税（一般、退職被保険者） 4,379,830 622

（2）繰入金（一般会計繰入金、基金繰入金） 1,755,277 642・644

（3）療養諸費（一般・退職被保険者療養給付費、療養費等） 11,744,323 658

（4）高額療養費 1,348,712 660

（一般・退職被保険者高額療養費、一般・退職高額介護合算療養費）

（5）保健事業費（特定健康診査、人間ドック、脳ドック委託料等） 215,334 678・680

● 後期高齢者医療特別会計

（1）後期高齢者医療広域連合納付金 1,446,564 714

　 (保険料負担金、保険基盤安定負担金）

● 介護保険事業特別会計

(1) 繰入金（一般会計繰入金、基金繰入金） 1,866,450 742・744

(2) 一般管理費 111,921 752

（事業計画策定業務委託料、システム改修業務委託料等）

(3) 居宅介護サービス給付費 3,603,540 758

（ヘルパー派遣による家事、入浴介護、ショートステイ、デイサービス等）

(4) 施設介護サービス給付費 3,905,520 758

（特別養護老人ホーム・老人保健施設への入所、療養型病床群への入院）

(5) 介護予防事業費 70,858 774

（「食」の自立支援事業、訪問指導、介護予防フォローアップ事業等）

(6) 包括的支援事業・任意事業費 162,498 778

（介護予防ケアマネジメント事業、総合相談事業、介護用品支給事業等）

● 病院事業会計

(1) 医業収益（入院外来収益、人間ﾄﾞｯｸ収益、他会計負担金等） 4,688,983 794
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(2) 医業外収益 1,207,951 794

（他会計負担金・補助金、国庫・県補助金、病院群輪番制病院運営費補助金等）

(3) 特別利益（他会計補助金） 40,000 794

(4) 医業費用（人件費、委託料、賃借料、減価償却費等） 5,840,867 796

(5) 資本的収入（企業債、他会計出資金・負担金） 480,430 800

(6) 資本的支出 （医療機器購入費、企業債元金） 480,430 800

（拡）

（拡）

（拡）
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